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1.  22年9月期の連結業績（平成21年10月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年9月期 23,057 33.9 1,303 ― 1,276 ― 1,026 ―

21年9月期 17,214 △1.7 △167 ― △414 ― △1,143 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年9月期 71.18 ― 22.2 12.1 5.7
21年9月期 △80.65 ― △23.7 △4.2 △1.0

（参考） 持分法投資損益 22年9月期  △0百万円 21年9月期  △101百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年9月期 11,465 5,179 44.4 353.53
21年9月期 9,636 4,216 42.9 286.89

（参考） 自己資本   22年9月期  5,096百万円 21年9月期  4,135百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年9月期 2,813 △479 △91 2,836
21年9月期 295 △1,486 298 594

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年9月期 ― ― ― 2.50 2.50 36 ― 0.8
22年9月期 ― ― ― 5.00 5.00 72 7.0 1.6

23年9月期 
（予想）

― ― ― 5.00 5.00 27.7

3.  23年9月期の連結業績予想（平成22年10月1日～平成23年9月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

10,800 △15.4 550 △67.1 530 △67.5 500 △67.6 34.69

通期 19,400 △15.9 350 △73.1 320 △74.9 260 △74.7 18.04
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、16ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、28ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年9月期 15,180,000株 21年9月期 15,180,000株

② 期末自己株式数 22年9月期  765,135株 21年9月期  764,190株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年9月期の個別業績（平成21年10月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年9月期 21,816 34.9 1,142 ― 1,131 ― 919 ―

21年9月期 16,177 △2.0 △156 ― △285 ― △1,163 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年9月期 63.77 ―

21年9月期 △80.98 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年9月期 11,058 4,736 42.8 328.54
21年9月期 9,276 3,883 41.9 269.35

（参考） 自己資本 22年9月期  4,736百万円 21年9月期  3,883百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（注）上記の業績予想につきましては、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の情報に基づいており、実際の業績等は様々な要
因により大きく異なる可能性があります。 
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(1）経営成績に関する分析 

 ①当期の経営成績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による緊急経済対策の効果やアジアを中心とした輸出に回復基調が

見られる等、景気は自律的回復に向けた動きも見られるものの、米国経済の回復の遅れや欧州経済の財政問題等に

よる円高、雇用情勢並びに個人消費の低迷を背景とした設備投資の伸び悩み等により、依然として厳しい状況が続

いております。 

 当建設関連業界におきましては、期前半は国の補正予算執行による効果が一部見られましたが、期後半は国及び

地方自治体の継続的な公共事業関連費用の抑制、公共工事の見直し等から、引き続き厳しい市場環境となりまし

た。 

 このような事業環境のもと、当社グループは国土保全への積極的な取り組みにより、より高い利益創造を目標と

した事業を推進してまいりました。新組織として「社会基盤システム開発センター」を設け、国民生活を支える社

会基盤の整備事業への展開を強化するとともに、環境・防災分野におけるレーザー計測技術の活用とコンサルタン

ト力の技術融合により、プロポーザル方式での受注確保、地方自治体への営業展開、及び収益改善に努めてまいり

ました。 

  

上記の結果、当連結会計年度における業績は、受注高は193億36百万円（前連結会計年度比0.6％減）、売上高

は、前期より繰越の契約案件が当期において順調に売上計上されたことや、当期より工事進行基準の適用範囲が拡

大した影響等により、 百万円（前連結会計年度比33.9％増）となりました。 

 利益面におきましては、売上高の増加及び高採算案件の売上計上による売上原価率の改善等により、営業利益は

百万円（前連結会計年度は営業損失 百万円）、経常利益は 百万円（前連結会計年度は経常損失

百万円）、また、固定資産除却損等の特別損失の計上等により、当期純利益は 百万円（前連結会計年

度は当期純損失 百万円）となりました。 

  

 主要な事業分野別業績は次のとおりであります。 

 情報システム分野では、国土交通省や鉄道、電力会社等を顧客とする大型業務の受注を確保し、さらに新規市場

として、森林を対象とした航空レーザー計測分野に注力し、国や県からの受注獲得に努めてまいりました。また、

生物多様性への社会的関心が高まる中、海洋や陸域生態系を対象とした衛星リモートセンシング分野にも取り組ん

だほか、最新のIT技術を駆使してリニューアルした地方自治体向けGIS「ALANDIS NEO」の全国販売を開始する等、

積極的な営業展開を行ってまいりました。しかしながら、受注高は127億56百万円（前連結会計年度比3.7％減）、

売上高は151億65百万円（前連結会計年度比33.4％増）となりました。 

 建設コンサルタント分野では、デジタル計測技術を駆使した防災や自然環境保全など国土保全事業を推進すると

ともに、砂防分野については国土交通省より平成21年度業務に対し多数の表彰を受ける等、高い評価をいただきま

した。また、森林の整備や保全については、地球温暖化防止の観点から海外事業展開についても強化し、土壌汚染

対策ビジネスに関しては、日本国土開発株式会社との協力体制のもと、調査から工事までを一貫して実施してまい

りました。その結果、受注高は65億80百万円（前連結会計年度比6.0％増）、売上高は78億91百万円（前連結会計

年度比34.9％増）となりました。 

  

 ②次期の見通し 

 今後のわが国経済の見通しにつきましては、雇用情勢の悪化や更なる円高の進行による国内企業収益の圧迫等が

予想され、予断を許さない状況が続くものと推測されます。当建設関連業界におきましても、引き続き厳しい市場

環境が続くものと考えられます。 

 このような事業環境のもと、当社グループは、プロジェクトマネジメントと内部統制の強化を通じ、成果品の品

質を向上させ、「技術のアジア」として顧客から信頼され喜ばれる企業となるよう鋭意努力する所存でございま

す。また、第64期からの企業集団のテーマとして“Diversityの追求”を掲げ、あらゆる多様性を深めて将来の可

能性への挑戦を行ってまいります。 

 なお、来期の業績につきましては、売上高は194億円、経常利益は3億20百万円、当期純利益は2億60百万円を予

想しております。 

１．経営成績

230億57

13億3 1億67 12億76

4億14 10億26

11億43
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(2）財政状態に関する分析 

 ①資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末の資産につきましては、前連結会計年度末に比較し18億28百万円増加の 百万円となり

ました。これは主として、現金及び預金や受取手形及び売掛金が増加したことによるものであります。 

 負債につきましては、前連結会計年度末に比較し8億65百万円増加の 百万円となりました。これは主とし

て、賞与引当金や退職給付引当金が増加したことによるものであります。 

 純資産につきましては、前連結会計年度末に比較し9億63百万円増加の 百万円となりました。これは主と

して、利益剰余金が増加したことによるものであります。 

 ②キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度に比べ22億41百万円

増加し、当連結会計年末には28億36百万円となりました。当連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と

それらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により得られた資金は、たな卸資産の減少 百万円等により、 百万円（前連結会計年度は

百万円の収入）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により支出した資金は、有形固定資産の取得による支出 百万円や無形固定資産の取得による支出

百万円等により、 百万円（前連結会計年度は 百万円の支出）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により支出した資金は、リース債務の返済による支出 百万円等により、 百万円（前連結会計年度は

百万円の収入）となりました。 

 なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりであります。 

 （注）自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 ※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

 ※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

 ※営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と

しております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しておりま

す。 

 ※平成18年９月期、平成19年９月期、平成20年９月期、平成21年９月期及び平成22年９月期のキャッシュ・フロ

ー対有利子負債比率については、有利子負債がないため記載しておりません。  

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社グループは、継続的かつ安定的な経営基盤の確保を重視しております。併せて、株主の皆様への安定配当の維

持を基本方針としております。当期は 百万円の当期純利益を計上したことから、経営環境や業績等を総合的に

勘案しました結果、配当につきましては前期より2.5円増配の１株当たり５円とする旨、本年12月開催予定の定時株

主総会に諮ることとしております。 

また、次期の配当につきましては１株当たり５円を予想しております。 

114億65

62億85

51億79

21億47 28億13

2億95

1億35

2億71 4億79 14億86

54 91

2億98

  平成18年9月期 平成19年9月期 平成20年9月期 平成21年9月期 平成22年9月期

自己資本比率（％）  56.5  53.9  54.7  42.9  44.4

時価ベースの自己資本比率

（％） 
 57.9  48.4  56.3  35.9  26.4

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率（年） 
 －  －  －  －  －

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍） 
 24.4  44.4  14.8  8.1  53.9

10億26
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(4）事業等のリスク 

当社グループの財政状態、及び経営成績に影響を及ぼす可能性のある主なリスクには、以下のようなものがありま

す。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。 

①官公庁への高い受注依存 

当社グループの主要顧客は国及び地方公共団体等であり、国の予算編成の転換や財政状態の悪化、それに伴う予

算規模の縮小等による受注減少が、当社グループの経営成績に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

②高度な計測機器の損傷 

当社グループの情報サービス事業においては、高精度デジタル航空カメラや高密度レーザープロファイラーな

ど、高度な計測機器を使用して国土に関する空間情報データを取得しております。これらの機器が故障などにより

使用不能等の事態が発生した場合には修理・修復に時間と費用を要する場合があり、生産性の低下や工期遅延を引

き起こす可能性があります。 

また、事業量の増大や要求される品質・精度如何では設備の増強や更新が必要となり、継続して多額な設備投資

負担が発生する可能性があります。 

③航空機事故 

当社グループは航空機使用事業者として、国土交通省の指導の下で関係法規の遵守に努めるとともに、整備体制

の一層の充実と操縦士の安全衛生面のチェック等を含む運航管理を徹底するなど、安全運航には万全を期しており

ますが、不可抗力等に起因する事故及び故障による事業活動の停止等により業績に影響を与える可能性がありま

す。 

④顧客からの預かり情報資産の漏洩・滅失 

当社グループは、官公庁、地方自治体等の顧客より、業務遂行に必要な機密情報や個人情報が含まれた情報資産

をお預かりする場合があります。これら情報資産の取扱いには従来より厳重な管理体制を施しておりますが、万一

漏洩・滅失の事態が発生した場合には、資本市場での信用失墜や課徴金等の発生等、当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性があります。 

  

 最近の有価証券報告書（平成22年１月４日）における「事業の内容」及び「関係会社の状況」から重要な変更がな

いため、開示を省略しております。 

  

２．企業集団の状況
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(1）会社の経営の基本方針 

当社グループは、21世紀の新社会基盤整備のために、絶え間ない技術革新を通じ、国民の暮らしの豊かさを追求

し、安全・安心の持続的発展に寄与してまいります。また、全社員が空間情報コンサルタントとしての自覚と誇りを

持ち、高い倫理観と強い責任感に支えられた企業として、グローバルな視点での環境保全、国土保全に貢献すること

を基本方針とし、幅広いコンサルティング技術と画像解析技術や空間情報計測技術を活用し、お客様の要望にスピー

ディーかつ的確に対応しております。 

(2）中長期的な会社の経営戦略 

当社は、現下の事業環境を踏まえ、地球の未来を創造する空間情報トップコンサルタント企業を目指すことを基本

とし、これまでに培ったコンサルティング技術、画像解析技術や空間情報計測技術を駆使して、付加価値のある商品

群を形成してまいります。また、国内外の新たな事業領域に対応することで、企業価値の増大を図っていく所存であ

り、経営戦略は以下のとおりであります。 

①国内事業の選択と集中により収益基盤の再構築を行う。 

②基盤地図、森林保全、地球環境、防災などの世界的課題に対し、国内のみならず海外市場も含め積極的な対応を

図る。 

③国土情報を中心とする新規ビジネスの早期事業化を図る。 

④全社最適化に向けた会社機能・生産・営業体制の改革促進を図る。 

⑤全社員のスキルアップを図るための教育制度の充実と、挑戦する企業風土を創造する。 

⑥全社的な経費削減による収益性の改善を行う。 

⑦コンプライアンスの徹底と内部統制システムの構築・運営を行う。 

当社グループの強みを活かし、当社事業とシナジー効果のある企業、並びに新規事業創出の基盤となる企業とのア

ライアンス戦略をさらに推進させ、新規事業創出、基盤事業の強化を図り、事業量の確保・拡大に努めてまいりま

す。 

(3）会社の対処すべき課題 

当社グループは、公共投資の縮減等、厳しい事業環境が続いている中で、事業領域の拡大及び新たなビジネスモデ

ルの創造による受注高の増加に努めるとともに、以下の重要な経営課題に取り組み、利益創出による企業価値向上に

注力してまいります。 

①基盤事業の高度化 

当社グループは、公共市場において優位技術を活用したソリューションによる基盤事業の高度化を進めておりま

す。具体的には、防災・環境、安全保障、維持管理面での国土情報整備、行政支援、安全・安心・豊かさに関わる

コンサルティング、森林保全（REDD）・生物多様性の保全（COP10）のためのコンサルティング等の展開を、これ

まで以上に積極的に推進してまいります。 

②事業領域の拡大 

国民生活を支えるライフライン等の社会基盤が更新期を向かえる中、必需型の建設事業から維持更新の事業へと

シフトし、高度な管理と適切な運営を必要とする事業領域へと移行します。社会基盤の老朽化が進み、異常気象、

災害による損傷なども考慮した危機管理の重要性が増している中、当社の強みの一つである“防災技術”を“空間

情報技術”と融合し、社会基盤の戦略的な維持・更新事業を実現することによる、新たなビジネスモデルを実現し

てまいります。 

③マーケット構造の変化への対応 

今後地方主権への具体的なあり方が、急速進展することが考えられます。このような新たな事業環境に対応する

ため、受注確保と生産コストの低減を目指し、中央集中型の事業構造から地域分散型の事業構造への転換を図りま

す。主に地域の生産子会社としての役割であったグループ会社と本社機能を見直してまいります。 

④コスト削減への取り組み 

当社グループは、生産の効率化を推進するとともに、継続的なコスト削減に全社的に取り組み、不要なコストを

徹底的に排除した事業構造への転換を進めてまいります。 

⑤開発と事業投資 

当社グループは、より充実した技術サービス提供のために新商品・新技術の開発に積極的に取り組むとともに、

新事業領域への進出に向け他企業とのアライアンス等、積極的な事業投資を行ってまいります。 

⑥品質・環境・情報管理の徹底 

当社グループは、ISO規格に基づく品質マニュアル、環境マニュアル等の整備により、品質保証体制の強化、環

境管理活動の推進を図っております。さらなる品質向上、瑕疵撲滅を目指し、制度全体の仕組みを見直します。ま

た、個人情報保護体制、コンピュータ及びソフトウエア管理の運用を強化し、情報資産の安全確保を図るととも

に、顧客満足の向上に全社をあげて取り組んでまいります。 

⑦法令遵守の徹底 

当社グループは、公正で透明性のある経営を基本方針とし、独占禁止法をはじめ法令遵守によるコンプライアン

ス経営の徹底とコーポレートガバナンスに重きを置いた経営を行ってまいります。 

３．経営方針
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(4）その他、会社の経営上重要な事項 

該当事項はありません。 
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(平成22年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 594,433 2,836,276

受取手形及び売掛金 1,438,373 3,296,746

仕掛品 3,633,200 ※2  1,486,751

原材料及び貯蔵品 2,829 2,020

前払費用 220,646 244,151

繰延税金資産 15,909 18,259

その他 95,889 54,443

貸倒引当金 △3,395 △5,804

流動資産合計 5,997,887 7,932,845

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※3  652,902 ※3  670,704

減価償却累計額 △368,638 △393,218

建物及び構築物（純額） 284,264 277,486

航空機 424,354 428,426

減価償却累計額 △332,344 △370,643

航空機（純額） 92,010 57,783

機械及び装置 1,634,394 1,227,323

減価償却累計額 △1,324,223 △1,013,311

機械及び装置（純額） 310,170 214,012

車両運搬具及び工具器具備品 563,106 500,286

減価償却累計額 △409,992 △376,319

車両運搬具及び工具器具備品（純額） 153,113 123,966

土地 ※3  320,153 ※3  320,153

リース資産 449,805 425,322

減価償却累計額 △25,588 △71,464

リース資産（純額） 424,216 353,857

有形固定資産合計 1,583,928 1,347,261

無形固定資産   

ソフトウエア 457,973 438,410

その他 176,942 187,154

無形固定資産合計 634,916 625,565

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  844,255 ※1  997,269

長期貸付金 248,037 245,246

敷金及び保証金 459,900 464,449

その他 111,830 105,638

貸倒引当金 △244,300 △253,175

投資その他の資産合計 1,419,723 1,559,428

固定資産合計 3,638,568 3,532,255

資産合計 9,636,455 11,465,100
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(平成22年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 498,583 447,372

リース債務 55,917 61,936

未払金 454,771 580,550

未払法人税等 69,551 91,440

未払消費税等 28,858 261,464

前受金 1,346,278 982,993

賞与引当金 185,582 696,666

役員賞与引当金 － 19,320

完成工事補償引当金 － 80,984

受注損失引当金 128,932 ※2  142,571

その他 68,477 64,577

流動負債合計 2,836,953 3,429,877

固定負債   

リース債務 371,796 300,638

繰延税金負債 16,163 5,624

退職給付引当金 2,006,435 2,403,570

役員退職慰労引当金 133,312 5,392

長期未払金 55,313 140,512

固定負債合計 2,583,021 2,855,738

負債合計 5,419,974 6,285,616

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,272,000 1,272,000

資本剰余金 2,078,113 2,078,113

利益剰余金 994,147 1,984,167

自己株式 △240,298 △240,513

株主資本合計 4,103,962 5,093,767

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 31,860 2,314

評価・換算差額等合計 31,860 2,314

少数株主持分 80,657 83,402

純資産合計 4,216,480 5,179,484

負債純資産合計 9,636,455 11,465,100

アジア航測㈱（9233）　平成22年９月期決算短信

9



（２）連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 17,214,376 23,057,546

売上原価 13,402,277 ※1  17,451,171

売上総利益 3,812,099 5,606,375

販売費及び一般管理費   

人件費 2,277,348 2,341,733

賞与引当金繰入額 52,581 201,563

役員賞与引当金繰入額 － 19,320

退職給付費用 220,172 238,754

役員退職慰労引当金繰入額 34,075 10,444

旅費交通費及び通信費 330,203 317,665

減価償却費 91,947 98,735

貸倒引当金繰入額 － 11,302

その他 973,742 1,063,334

販売費及び一般管理費合計 ※1  3,980,071 ※1  4,302,853

営業利益又は営業損失（△） △167,972 1,303,522

営業外収益   

受取利息 10,467 9,312

受取配当金 13,271 18,014

不動産賃貸料 10,056 10,056

保険配当金 29,357 21,387

その他 17,572 29,022

営業外収益合計 80,724 87,793

営業外費用   

支払利息 40,399 51,934

自己株式処分費用 9,850 －

アドバイザリー手数料 100,000 －

シンジケートローン手数料 35,000 45,000

持分法による投資損失 101,332 395

その他 40,431 17,692

営業外費用合計 327,013 115,023

経常利益又は経常損失（△） △414,261 1,276,293

特別利益   

前期損益修正益 ※2  85,913 －

固定資産売却益 ※3  1,418 －

特別利益合計 87,331 －

特別損失   

固定資産売却損 ※4  8,400 ※4  21,997

固定資産除却損 ※5  14,330 ※5  142,182

リース解約損 － 12,279

事務所移転費用 － 2,292

投資有価証券評価損 53,584 3,262

ゴルフ会員権評価損 － 2,600

関係会社株式売却損 41,765 －

貸倒引当金繰入額 234,150 －

特別損失合計 352,231 184,613

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△679,161 1,091,680
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

法人税、住民税及び事業税 58,476 64,741

法人税等調整額 396,302 △2,349

法人税等合計 454,779 62,392

少数株主利益 9,218 3,227

当期純利益又は当期純損失（△） △1,143,159 1,026,060
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,272,000 1,272,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,272,000 1,272,000

資本剰余金   

前期末残高 2,180,463 2,078,113

当期変動額   

自己株式の処分 △102,350 －

当期変動額合計 △102,350 －

当期末残高 2,078,113 2,078,113

利益剰余金   

前期末残高 2,182,822 994,147

当期変動額   

剰余金の配当 △45,516 △36,040

当期純利益又は当期純損失（△） △1,143,159 1,026,060

当期変動額合計 △1,188,675 990,019

当期末残高 994,147 1,984,167

自己株式   

前期末残高 △162,126 △240,298

当期変動額   

自己株式の取得 △600,021 △215

自己株式の処分 362,250 －

持分法適用会社に対する持分変動に伴う自
己株式の増減

159,600 －

当期変動額合計 △78,171 △215

当期末残高 △240,298 △240,513

株主資本合計   

前期末残高 5,473,159 4,103,962

当期変動額   

剰余金の配当 △45,516 △36,040

当期純利益又は当期純損失（△） △1,143,159 1,026,060

自己株式の取得 △600,021 △215

自己株式の処分 259,900 －

持分法適用会社に対する持分変動に伴う自
己株式の増減

159,600 －

当期変動額合計 △1,369,196 989,804

当期末残高 4,103,962 5,093,767
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 55,115 31,860

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △23,254 △29,545

当期変動額合計 △23,254 △29,545

当期末残高 31,860 2,314

評価・換算差額等合計   

前期末残高 55,115 31,860

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △23,254 △29,545

当期変動額合計 △23,254 △29,545

当期末残高 31,860 2,314

少数株主持分   

前期末残高 71,923 80,657

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 8,734 2,744

当期変動額合計 8,734 2,744

当期末残高 80,657 83,402

純資産合計   

前期末残高 5,600,198 4,216,480

当期変動額   

剰余金の配当 △45,516 △36,040

当期純利益又は当期純損失（△） △1,143,159 1,026,060

自己株式の取得 △600,021 △215

自己株式の処分 259,900 －

持分法適用会社に対する持分変動に伴う自己
株式の増減

159,600 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △14,520 △26,800

当期変動額合計 △1,383,717 963,003

当期末残高 4,216,480 5,179,484
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△679,161 1,091,680

減価償却費 403,952 499,636

持分法による投資損益（△は益） 101,332 395

自己株式処分費用 9,850 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △41,519 511,084

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － 19,320

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） － 80,984

受注損失引当金の増減額（△は減少） 46,582 13,638

退職給付引当金の増減額（△は減少） 303,575 397,134

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 19,943 △127,919

貸倒引当金の増減額（△は減少） 234,317 11,284

受取利息及び受取配当金 △23,739 △27,327

支払利息 40,399 51,934

固定資産売却損益（△は益） － 21,997

有形固定資産売却損益（△は益） 8,400 －

固定資産除却損 － 142,182

有形固定資産除却損 9,601 －

無形固定資産除却損 4,729 －

リース解約損 － 12,279

関係会社株式売却損益（△は益） 41,765 －

投資有価証券評価損益（△は益） 53,584 3,262

ゴルフ会員権評価損 － 2,600

売上債権の増減額（△は増加） 3,095 △1,866,713

たな卸資産の増減額（△は増加） △339,053 2,147,856

その他の資産の増減額（△は増加） 25,043 20,183

仕入債務の増減額（△は減少） △74,358 △51,210

未払消費税等の増減額（△は減少） △49,789 232,606

前受金の増減額（△は減少） 198,844 △363,285

その他の負債の増減額（△は減少） 61,545 230,635

小計 358,943 3,054,239

利息及び配当金の受取額 26,840 27,727

利息の支払額 △36,512 △52,192

リース解約による支出 － △156,313

法人税等の支払額 △53,988 △59,658

営業活動によるキャッシュ・フロー 295,283 2,813,802
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 － △197,460

投資有価証券の売却による収入 3 －

有形固定資産の取得による支出 △1,087,009 △135,177

有形固定資産の売却による収入 20,188 117,589

無形固定資産の取得による支出 △408,019 △271,286

長期貸付けによる支出 △1,200 －

長期貸付金の回収による収入 5,163 2,790

その他 △15,480 3,810

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,486,352 △479,733

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △600,021 △215

自己株式の処分による収入 250,050 －

配当金の支払額 △45,516 △36,040

少数株主への配当金の支払額 － △800

セール・アンド・リースバックによる収入 716,500 －

リース債務の返済による支出 △22,090 △54,465

財務活動によるキャッシュ・フロー 298,921 △91,521

現金及び現金同等物に係る換算差額 △664 △703

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △892,811 2,241,843

現金及び現金同等物の期首残高 1,487,245 594,433

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  594,433 ※1  2,836,276
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 該当事項はありません。 

   

  

(5)継続企業の前提に関する注記

(6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度 
自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日 

当連結会計年度 
自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日 

１ 連結の範囲に関する事項 １ 連結の範囲に関する事項 

子会社は、全て連結しております。 同左 

連結子会社の数   ８社 連結子会社の数   ８社 

主要な連結子会社の名称 

 ㈱アドテック 

 ㈱プライムプラン 

 ㈱ジオテクノ関西 

 ㈱中部テクノス  

同左 

２ 持分法の適用に関する事項 ２ 持分法の適用に関する事項 

（1）持分法を適用した関連会社数  ２社 （1）持分法を適用した関連会社数  ２社 

㈱大設 

デジタル・アース・テクノロジー㈱ 

なお、前連結会計年度において持分法適用関連会社で

あった㈱ロケーションビューについては、保有するすべ

ての株式を売却したことにより、持分法適用関連会社か

ら除外しております。 

㈱大設 

デジタル・アース・テクノロジー㈱ 

―――――― 

（2）持分法を適用しない関連会社数  １社 

 Beijing East Map Information Technology Inc.

は、当期純損益及び利益剰余金等からみて、持分法の

対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の

適用範囲から除外しております。 

（2）持分法を適用しない関連会社数  １社 

同左 

（3）決算日の異なる持分法適用会社の処理 

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異な

る会社については、連結決算上重要な影響を与えない

ため、各社の事業年度に係る財務諸表を使用しており

ます。 

（3）決算日の異なる持分法適用会社の処理 

同左  

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日はすべて連結決算日と一致してお

ります。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

〔時価のあるもの〕 

 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

〔時価のあるもの〕 

同左 

〔時価のないもの〕 

移動平均法による原価法 

〔時価のないもの〕 

同左 
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前連結会計年度 
自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日 

当連結会計年度 
自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日 

② たな卸資産 

仕掛品      個別法による原価法 

原材料及び貯蔵品 個別法による原価法（貸借

対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下

げの方法）  

（会計方針の変更） 

 原材料及び貯蔵品については、従来、個別法に

よる原価法によっておりましたが、当連結会計年

度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企

業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用さ

れたことに伴い、個別法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）により算定しております。 

 この変更による損益への影響はありません。 

② たな卸資産 

同左 

  

  

  

  

―――――― 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備は除く）については定額法によって

おります。 

 なお、耐用年数及び残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

 （追加情報） 

当社及び連結子会社は、法人税法改正を契機として

耐用年数を見直した結果、当連結会計年度より機械装

置については、改正後の法人税法に基づく耐用年数に

変更しております。ただし、一部の機械装置について

は経済的耐用年数によっております。  

これにより、従来の方法によった場合に比べ、営業

損失、経常損失及び税金等調整前当期純損失はそれぞ

れ10,384千円減少しております。 

―――――― 

② 無形固定資産 

定額法 

 なお、耐用年数については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。 

 ただし、市場販売目的のソフトウエアについて

は、見込販売可能期間（３年間）における見込販売

高に基づく償却額と見込販売可能期間に基づく定額

償却額のいずれか大きい額により償却しておりま

す。 

 自社利用のソフトウエアは、社内における利用可

能期間（５年間）に基づく定額法によっておりま

す。 

② 無形固定資産 

同左 
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前連結会計年度 
自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日 

当連結会計年度 
自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日 

③ リース資産  

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価

保証の取り決めがある場合は残価保証額）とする定

額法によっております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成20年９月30日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

③ リース資産  

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産 

同左  

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員（使用人兼務役員を含む）に対して支給す

る賞与に充てるため、支給見積額を計上しておりま

す。 

② 賞与引当金 

同左 

―――――― ③ 役員賞与引当金 

役員への賞与の支給に備えるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

（追加情報） 

当連結会計年度において役員賞与を支給すること

となり、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計

基準第４号 平成17年11月29日）に従い、役員賞与

引当金を計上しております。この結果、従来の方法

に比較して、販売費及び一般管理費が 千円増

加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益がそれぞれ同額減少しております。 

19,320
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前連結会計年度 
自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日 

当連結会計年度 
自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日 

―――――― ④ 完成工事補償引当金  

 完成した物件に係る瑕疵担保等の費用に備えるた

め、過去の実績率を基礎に将来の支出見込額を計上

しております。 

  （会計方針の変更） 

完成した物件に係る瑕疵担保等の費用は、従来発生

時に費用処理しておりましたが、過去の実績率を基礎

に将来の支出見込額を計上する方法に変更しておりま

す。 

この変更は、瑕疵担保等の費用が金額的に重要性を

増してきたこと、及び過去の実績のデータが取得、蓄

積され社内の管理体制が整ったことから、期間損益の

より一層の適正化を図るために行うものであります。

この結果、従来の方法と比較して、売上原価が

千円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益がそれぞれ同額減少しております。 

また、当第３四半期連結累計期間までは従来の方法

によっておりましたが、当連結会計年度末に過去の実

績のデータが取得、蓄積され社内の管理体制が整った

ために変更したものであります。 

従って、当第３四半期連結累計期間は、変更後の方

法によった場合に比べて、売上原価は 千円少な

く計上され、営業利益、経常利益及び税金等調整前四

半期純利益はそれぞれ同額多く計上されております。

80,984

58,358

③ 受注損失引当金 

 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結

会計年度末時点で将来の損失が確実に見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見積ることが可能なものに

ついて、将来の損失見込額を計上しております。 

⑤ 受注損失引当金 

同左 
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前連結会計年度 
自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日 

当連結会計年度 
自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当連結会計年度末において発生していると認

められる額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異については、15年によ

る按分額を費用処理しております。 

 また、平成13年９月（施行日 平成13年４月）に

退職金規定を改定したことに伴い発生した過去勤務

債務については、その発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（14年）による定額

法により処理しております。 

 数理計算上の差異については、各連結会計年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法により翌連結会計年

度から費用処理しております。 

⑥ 退職給付引当金 

同左  

―――――― （会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基準」の

一部改正（その３）」（企業会計基準第19号 平成20年７

月31日）を適用しております。 

数理計算上の差異を翌連結会計年度から償却するため、

これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利

益に与える影響はありません。 

また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債務の

差額の未処理残高は 千円であります。  675,484

（追加情報） 

当社及び連結子会社（一部を除く）は、退職給付制度と

して退職一時金制度と適格退職年金制度を併用しておりま

したが、平成21年10月1日付で適格退職年金制度を確定給

付年金制度へ移行しました。なお、移行時損益の翌期の連

結財務諸表への影響は軽微であります。 

（追加情報） 

当社及び連結子会社（一部を除く）は、退職給付制度と

して退職一時金制度と適格退職年金制度を併用しておりま

したが、平成21年10月1日付で適格退職年金制度を確定給

付年金制度へ移行しております。なお、この変更に伴う移

行時損益の連結財務諸表への影響は軽微であります。  

⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に充てるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。 

⑦ 役員退職慰労引当金 

 一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に

充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。 

―――――― （追加情報） 

当社及び連結子会社（一部を除く）は、平成21年11月以

後開催の各社の取締役会において役員退職慰労金の廃止を

決議し、平成21年12月以後開催の各社の定時（又は臨時）

株主総会において役員の実際の退任時に取締役会の決議又

は監査役の協議で決定された金額を支払うことが承認され

ました。廃止に伴う打切り日までの在任期間に対応する退

職慰労金として、従来の内規に基づいて当連結会計年度末

における未払額を固定負債の「長期未払金」に 千円

計上しております。 

91,673
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前連結会計年度 
自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日 

当連結会計年度 
自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日 

(4）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 重要な収益及び費用の計上基準 

 工期１年以上かつ受注金額１億円以上の物件の売

上計上基準として工事進行基準を、その他の物件に

ついては工事完成基準を採用しております。 

 なお、工事進行基準によった売上高は218,187千

円であります。 

  

   

―――――― 

  

(4）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 重要な収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

イ 当連結会計年度末までの進捗部分について成果

  の確実性が認められる物件 

  工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比

  例法） 

ロ その他の物件 

  工事完成基準  

（会計方針の変更）  

 請負工事に係る収益の計上基準については、従

来、請負金額１億円以上かつ工期１年以上の物件に

ついては工事進行基準を、その他の物件については

工事完成基準を適用しておりましたが、当連結会計

年度より、「工事契約に関する会計基準」（企業会

計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第18号 平成19年12月27日）を適用し、当連結

会計年度に着手した工事契約から、当連結会計年度

末までの進捗部分について成果の確実性が認められ

る物件については工事進行基準（工事の進捗率の見

積りは原価比例法）を、その他の物件については工

事完成基準を適用しております。 

 なお、平成21年９月30日以前に着手した工事契約

のうち、請負金額１億円以上かつ工期１年以上の物

件については工事進行基準を、その他の物件につい

ては工事完成基準を引き続き適用しております。 

 これにより、売上高は 千円増加し、営

業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、

それぞれ 千円増加しております。 

3,448,444

755,087

② 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

② 消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時

価評価法を採用しております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び取得日から３

ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金

可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資からなっております。 

６ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 
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(7)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

会計方針の変更

前連結会計年度 
自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日 

当連結会計年度 
自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日 

（リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リ

ース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 

会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しており

ます。 

この変更に伴う連結財務諸表に与える影響は軽微であり

ます。 

―――――― 

  

表示方法の変更

前連結会計年度 
自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日 

当連結会計年度 
自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日 

（連結貸借対照表） 

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度にお

いて、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連

結会計年度から「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲

記しております。なお、前連結会計年度の「たな卸資産」

に含まれる「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ

3,288,790千円、3,995千円であります。 

―――――― 

  

―――――― 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

前連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・

フローに区分掲記しておりました「有形固定資産除却損」

及び「無形固定資産除却損」は、明瞭性の観点から当連結

会計年度より「固定資産除却損」としてまとめて表示して

おります。なお、当連結会計年度の営業活動によるキャッ

シュ・フローの「固定資産除却損」に含まれている「有形

固定資産除却損」及び「無形固定資産除却損」はそれぞれ

千円及び 千円であります。 26,312 115,869
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追加情報

前連結会計年度 
自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日 

当連結会計年度 
自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日 

（地代家賃等の計上における発生主義の適用） 

地代家賃等の費用については、従来現金主義により計上

しておりましたが、より適正な期間損益計算を行うため、

当連結会計年度より発生主義により計上する方法に変更し

ております。 

この変更により、従来の方法によった場合に比べ、当連

結会計年度の営業損失及び経常損失は30,268千円それぞれ

減少し、税金等調整前当期純損失は105,622千円減少して

おります。 

―――――― 
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
平成21年９月30日 

当連結会計年度 
平成22年９月30日 

※１ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 ※１ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券（株式） 千円126,024 投資有価証券（株式） 千円124,608

―――――― 

  

※２ 損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品と受

注損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しておりま

す。 

   損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品のう

ち、受注損失引当金に対応する金額は 千円であ

ります。  

73,976

※３ 担保資産 ※３ 担保資産 

 借入金の担保のために供している資産は次のとおり

であります。 

 借入金の担保のために供している資産は次のとおり

であります。 

建物及び構築物 千円30,392

土地  〃 185,387

計 千円215,779

建物及び構築物 千円31,590

土地  〃 185,387

計 千円216,978

なお、対応する期末現在の債務残高はありません。 なお、対応する期末現在の債務残高はありません。 

４ コミットメントライン契約 ４ コミットメントライン契約 

 当社は、資金調達の機動性および安定性の確保を目

的として、取引金融機関７社とコミットメントライン

契約を締結しております。 

 当該契約に基づく当連結会計年度末における借入未

実行残高は次のとおりであります。 

 当社は、資金調達の機動性および安定性の確保を目

的として、取引金融機関７社とコミットメントライン

契約を締結しております。 

 当該契約に基づく当連結会計年度末における借入未

実行残高は次のとおりであります。 

 上記のコミットメントライン契約には、次の財務制

限条項が付されております。 

（1）借入人は各事業年度末日及び第2四半期末日にお

ける連結の貸借対照表における純資産の部の金

額を3,949百万円以上に、単体の貸借対照表にお

ける純資産の部の金額を3,839百万円以上に、

各々維持すること。 

（2）借入人は各事業年度末日における連結の損益計

算書及び単体の損益計算書において、それぞれ

営業損失を計上しないこと。 

（3）借入人は第2四半期末日における連結の損益計算

書及び単体の損益計算書において、それぞれ営

業利益を少なくとも1億円以上計上すること。 

 なお、当連結会計年度末時点において、コミットメ

ントライン契約に付されている上記財務制限条項の

（2）に抵触しましたが、各金融機関との間で当該財

務制限条項を削除する旨の変更契約を平成21年11月24

日付で締結しております。  

コミットメントラインの総額 千円5,000,000

借入実行残高  －

差引額 千円5,000,000

 上記のコミットメントライン契約には、次の財務制

限条項が付されております。 

（1）各事業年度末日及び第２四半期会計期間の末日

における単体の貸借対照表における純資産の部

の金額を平成21年９月期末日における単体の貸

借対照表に記載される純資産の部の金額の70％

に相当する金額以上に、各事業年度末日及び第

２四半期会計期間の末日における連結貸借対照

表に記載される純資産の部の金額を平成21年９

月期末日における連結貸借対照表に記載される

純資産の部の金額の70％に相当する金額以上

に、各々維持すること。 

（2）第２四半期会計期間の末日における連結損益計

算書及び単体の損益計算書に記載される営業利

益をそれぞれ１億円未満としないこと。 

（3）各事業年度末日における連結損益計算書及び単

体の損益計算書に記載される営業利益をそれぞ

れ損失としないこと。 

コミットメントラインの総額 千円4,800,000

借入実行残高  －

差引額 千円4,800,000
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日 

当連結会計年度 
自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日 

※１ 研究開発費の総額は、74,608千円（一般管理費

74,608千円）であります。 

※１ 研究開発費の総額は、 千円（一般管理費

千円）であります。 

248,984

52,689

※２ 前期損益修正益の内容は次のとおりであります。 ―――――― 

地代家賃等 千円75,354

事務所移転費用返還益  〃 10,559

計 千円85,913

  

※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ―――――― 

建物及び構築物 千円4

車両運搬具及び工具器具備品  〃 127

ソフトウエア  〃 1,286

計 千円1,418

  

※４ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 ※４ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

機械及び装置 千円8,400

計 千円8,400

航空機 千円21,876

車両運搬具及び工具器具備品  〃  120

計 千円21,997

※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物及び構築物 千円515

航空機  〃 543

機械及び装置  〃 6,143

車両運搬具及び工具器具備品  〃 2,397

ソフトウエア  〃 4,729

計 千円14,330

建物及び構築物 千円5,590

航空機  〃 48

機械及び装置  〃 11,599

車両運搬具及び工具器具備品  〃 9,073

ソフトウエア  〃 75,696

電話加入権  〃 40,173

計 千円142,182
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 前連結会計年度 （自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日） 

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加1,905千株は、単元未満株式の買取による増加5千株、及び取締役会決議に

よる自己株式の取得による増加1,900千株であります。 

     普通株式の自己株式の株式数の減少1,530千株は、持分法適用関連会社の減少による減少380千株、及び自己株

式処分による減少1,150千株であります。 

  

 ２.配当に関する事項 

 (1)配当金支払額 

  

 （2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  15,180  －  －  15,180

合計  15,180  －  －  15,180

自己株式         

普通株式 （注）  388  1,905    1,530  764

     合計  388  1,905    1,530  764

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成20年12月18日 

定時株主総会 
普通株式  45,516  3 平成20年９月30日 平成20年12月19日 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年12月17日 

定時株主総会 
普通株式  36,040  利益剰余金  2.5 平成21年９月30日 平成21年12月18日
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 当連結会計年度 （自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

  

 ２.配当に関する事項 

 (1)配当金支払額 

  

 （2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  15,180  －  －  15,180

合計  15,180  －  －  15,180

自己株式         

普通株式 （注）  764  0    －  765

     合計  764  0    －  765

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年12月17日 

定時株主総会 
普通株式  36,040  2.5 平成21年９月30日 平成21年12月18日 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年12月21日 

定時株主総会 
普通株式  72,076  利益剰余金  5 平成22年９月30日 平成22年12月22日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日 

当連結会計年度 
自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 千円594,433

現金及び現金同等物 千円594,433

現金及び預金勘定 千円2,836,276

現金及び現金同等物 千円2,836,276

 ２ 重要な非資金取引の内容 

該当事項はありません。 

 ２ 重要な非資金取引の内容 

同左 
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前連結会計年度（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日）及び当連結会計年度（自 平成21年10月１日

至 平成22年９月30日） 

 当社グループは、測量・調査を営む単一事業の企業集団であるため記載しておりません。 

  

前連結会計年度（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日）及び当連結会計年度（自 平成21年10月１日

至 平成22年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日）及び当連結会計年度（自 平成21年10月１日

至 平成22年９月30日） 

 海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

 リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、金融商品、有価証券、退職給付、賃貸不動産等に関する注記事項につ

いては、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。  

  

 （注） １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 該当事項はありません。  

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高

（開示の省略）

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日 

当連結会計年度 
自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日 

１株当たり純資産額 円 銭 286 89

１株当たり当期純損失 円 銭 80 65

１株当たり純資産額 円 銭 353 53

１株当たり当期純利益 円 銭 71 18

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

がないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日 

当連結会計年度 
自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日 

当期純利益又は当期純損失（△）（千

円） 
 △1,143,159  1,026,060

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（千円） 
 △1,143,159  1,026,060

期中平均株式数（株）  14,174,060  14,415,252

（重要な後発事象）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年９月30日) 

当事業年度 
(平成22年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 584,382 2,832,475

受取手形 2,685 1,533

売掛金 1,363,567 3,229,123

仕掛品 3,377,642 1,119,904

原材料及び貯蔵品 2,829 2,020

前渡金 37,700 76,220

前払費用 203,937 227,875

関係会社短期貸付金 66,432 －

未収入金 85,113 37,270

その他 6,631 14,961

貸倒引当金 △72,310 △6,000

流動資産合計 5,658,611 7,535,384

固定資産   

有形固定資産   

建物 615,426 629,938

減価償却累計額 △343,234 △367,315

建物（純額） 272,192 262,623

構築物 15,694 17,066

減価償却累計額 △11,423 △11,760

構築物（純額） 4,271 5,305

航空機 424,354 428,426

減価償却累計額 △332,344 △370,643

航空機（純額） 92,010 57,783

機械及び装置 1,247,681 972,772

減価償却累計額 △955,109 △782,033

機械及び装置（純額） 292,571 190,739

工具、器具及び備品 466,431 416,856

減価償却累計額 △323,452 △306,427

工具、器具及び備品（純額） 142,979 110,428

土地 319,643 319,643

リース資産 449,805 425,322

減価償却累計額 △25,588 △71,464

リース資産（純額） 424,216 353,857

有形固定資産合計 1,547,885 1,300,382

無形固定資産   

借地権 181 181

電話加入権 51,850 15,135

ソフトウエア 432,636 411,443

ソフトウエア仮勘定 118,027 168,412

無形固定資産合計 602,696 595,172
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年９月30日) 

当事業年度 
(平成22年９月30日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 694,750 847,821

関係会社株式 230,750 244,750

出資金 30,940 24,540

長期貸付金 234,150 234,150

従業員に対する長期貸付金 13,887 11,096

破産更生債権等 6,300 14,640

長期前払費用 25,985 17,948

敷金及び保証金 426,376 437,711

保険積立金 48,241 48,241

貸倒引当金 △244,300 △253,175

投資その他の資産合計 1,467,081 1,627,724

固定資産合計 3,617,662 3,523,279

資産合計 9,276,274 11,058,663

負債の部   

流動負債   

買掛金 732,611 570,446

リース債務 55,917 61,936

未払金 388,777 514,231

未払法人税等 66,000 80,000

未払消費税等 － 229,287

前受金 1,334,264 954,922

預り金 381,472 684,729

賞与引当金 145,000 642,000

役員賞与引当金 － 18,000

完成工事補償引当金 － 80,984

受注損失引当金 124,805 138,258

その他 855 855

流動負債合計 3,229,704 3,975,652

固定負債   

リース債務 371,796 300,638

繰延税金負債 13,042 1,935

退職給付引当金 1,622,334 1,936,755

役員退職慰労引当金 103,128 －

長期未払金 53,216 107,636

固定負債合計 2,163,517 2,346,965

負債合計 5,393,222 6,322,617
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年９月30日) 

当事業年度 
(平成22年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,272,000 1,272,000

資本剰余金   

資本準備金 799,193 799,193

その他資本剰余金 1,278,920 1,278,920

資本剰余金合計 2,078,113 2,078,113

利益剰余金   

利益準備金 301,847 301,847

その他利益剰余金   

別途積立金 1,559,000 359,000

繰越利益剰余金 △1,116,963 966,265

利益剰余金合計 743,883 1,627,112

自己株式 △240,198 △240,413

株主資本合計 3,853,799 4,736,812

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 29,252 △767

評価・換算差額等合計 29,252 △767

純資産合計 3,883,052 4,736,045

負債純資産合計 9,276,274 11,058,663
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 16,177,381 21,816,824

売上原価 12,712,627 16,711,841

売上総利益 3,464,754 5,104,983

販売費及び一般管理費   

販売費 1,983,800 2,200,345

一般管理費 1,637,296 1,762,540

販売費及び一般管理費合計 3,621,096 3,962,885

営業利益又は営業損失（△） △156,342 1,142,097

営業外収益   

受取利息 14,019 10,565

受取配当金 15,721 19,254

不動産賃貸料 29,690 29,913

保険配当金 24,271 17,643

雑収入 18,906 27,016

営業外収益合計 102,609 104,393

営業外費用   

支払利息 40,924 52,847

シンジケートローン手数料 35,000 45,000

不動産賃貸費用 11,778 11,211

アドバイザリー手数料 100,000 －

自己株式処分費用 9,850 －

雑損失 34,000 5,526

営業外費用合計 231,554 114,586

経常利益又は経常損失（△） △285,287 1,131,904

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 13,400

前期損益修正益 79,409 －

特別利益合計 79,409 13,400

特別損失   

固定資産売却損 8,400 120

固定資産除却損 13,490 154,792

リース解約損 － 12,279

投資有価証券評価損 53,584 3,262

ゴルフ会員権評価損 － 2,600

関係会社株式売却損 195,996 －

関係会社株式評価損 6,000 －

貸倒引当金繰入額 223,523 －

特別損失合計 500,994 173,054

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △706,872 972,250

法人税、住民税及び事業税 54,920 52,980

法人税等調整額 401,489 －

法人税等合計 456,410 52,980

当期純利益又は当期純損失（△） △1,163,282 919,269
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,272,000 1,272,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,272,000 1,272,000

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 799,193 799,193

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 799,193 799,193

その他資本剰余金   

前期末残高 1,381,270 1,278,920

当期変動額   

自己株式の処分 △102,350 －

当期変動額合計 △102,350 －

当期末残高 1,278,920 1,278,920

資本剰余金合計   

前期末残高 2,180,463 2,078,113

当期変動額   

自己株式の処分 △102,350 －

当期変動額合計 △102,350 －

当期末残高 2,078,113 2,078,113

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 301,847 301,847

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 301,847 301,847

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 2,059,000 1,559,000

当期変動額   

別途積立金の取崩 △500,000 △1,200,000

当期変動額合計 △500,000 △1,200,000

当期末残高 1,559,000 359,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 △408,164 △1,116,963

当期変動額   

別途積立金の取崩 500,000 1,200,000

剰余金の配当 △45,516 △36,040

当期純利益又は当期純損失（△） △1,163,282 919,269

当期変動額合計 △708,798 2,083,229

当期末残高 △1,116,963 966,265
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

利益剰余金合計   

前期末残高 1,952,682 743,883

当期変動額   

剰余金の配当 △45,516 △36,040

当期純利益又は当期純損失（△） △1,163,282 919,269

当期変動額合計 △1,208,798 883,229

当期末残高 743,883 1,627,112

自己株式   

前期末残高 △2,426 △240,198

当期変動額   

自己株式の取得 △600,021 △215

自己株式の処分 362,250 －

当期変動額合計 △237,771 △215

当期末残高 △240,198 △240,413

株主資本合計   

前期末残高 5,402,719 3,853,799

当期変動額   

剰余金の配当 △45,516 △36,040

当期純利益又は当期純損失（△） △1,163,282 919,269

自己株式の取得 △600,021 △215

自己株式の処分 259,900 －

当期変動額合計 △1,548,919 883,013

当期末残高 3,853,799 4,736,812

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 51,781 29,252

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △22,528 △30,020

当期変動額合計 △22,528 △30,020

当期末残高 29,252 △767

評価・換算差額等合計   

前期末残高 51,781 29,252

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △22,528 △30,020

当期変動額合計 △22,528 △30,020

当期末残高 29,252 △767

純資産合計   

前期末残高 5,454,500 3,883,052

当期変動額   

剰余金の配当 △45,516 △36,040

当期純利益又は当期純損失（△） △1,163,282 919,269

自己株式の取得 △600,021 △215

自己株式の処分 259,900 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △22,528 △30,020

当期変動額合計 △1,571,447 852,993

当期末残高 3,883,052 4,736,045
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 該当事項はありません。  

   

(1）役員の異動 

役員の異動につきましては、開示内容が定まった時点で別途開示いたします。 

  

(2）その他 

受注及び販売の状況（連結） 

①受注の状況  

  

②販売の状況 

(4)継続企業の前提に関する注記

６．その他

  
前連結会計年度

（自 平成20年10月１日 
  至 平成21年９月30日）

当連結会計年度
（自 平成21年10月１日 

  至 平成22年９月30日）
比較増減 

業務区分 
受注高 

（千円） 

受注残高 

（千円） 

受注高 

（千円） 

受注残高 

（千円） 

受注高 

（千円） 

受注残高 

（千円） 

情報システム  13,245,759  9,023,545  12,756,147  6,613,771  △489,612  △2,409,774

建設コンサルタント  6,210,081  4,408,105  6,580,544  3,097,024  370,462  △1,311,080

合  計  19,455,841  13,431,651  19,336,691  9,710,795  △119,150  △3,720,855

  
前連結会計年度

（自 平成20年10月１日 
  至 平成21年９月30日）

当連結会計年度
（自 平成21年10月１日 

  至 平成22年９月30日）
比較増減 

業務区分 
金額 

（千円） 

構成比 

（％） 

金額 

（千円） 

構成比 

（％） 

金額 

（千円） 

増減率 

（％） 

情報システム  11,365,849  66.0  15,165,921  65.8  3,800,071  33.4

建設コンサルタント  5,848,527  34.0  7,891,625  34.2  2,043,098  34.9

合  計  17,214,376  100.0  23,057,546  100.0  5,843,170  33.9
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